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企業における政策決定の
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1．はじめに
　企業において目的を設定し，その意思形成に決定的役割を演ずる者はだれ
か。また企業には，この種の意思決定を可能ならしめ，さらに効果的たらしめ
るために，どのような機関ないし組織的方式が発展しているのであろうか。こ
こでは，こうした問題について省察をおこないたい。
　そのさい，まず注意すべき点は，この問題が，ほかの多くの経済的・杜会的
現象と同様，杜会の体制いかんによって大きく影響をうげるということであ
る。いうまでもなく，生産手段の私有を容認し，経営老の自律性，自由競争原
理を建前とする体制と生産手段の私有をみとめないそれとでは，企業の意思形
成について決定的な差異がみられる。ωたとえぼソビエト・ロシヤの企業の場
合，原測として経済の中央管理的体制が布かれ，中央計画局によって，価格設
定，生産規模などの政策的決定が下される。もちろんそれは，いわゆる資本主
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義杜会における企業の政策的決定のあり方とはまったく異なるものである。こ
こでは間題を後老に限定して論じたい。
　だが同じ資本主義杜会といわれるものにあっても，あとでふれるように，杜
会的環境や徽度的条件に差異があり，この差異に応じて，企業の政策的決定の
あり方も同一ではない。とくに経済的発展がすすむにつれて，政策的決定の態
様も変化する。今世紀初頭における企業の政策的決定の態様は，今日のそれと
はかならずしも同一ではない。ここでは，近代的な株式会杜の場合を中心にし
て，経営政策の実質的な主体がだれであるか，その機関や組織方式がどうなっ
ているかについて，検討してみたい。
注（1〕E，Gutenberg，Untemehmens舵hrmg－Organisation　und　Entscheidungen－
　　Wiesbaden1962，S．3、小川例・二神訳・企業の組織と意思決定・ダイヤモンド杜
　　一昭和39年，11頁o
2．所有と経営の分離（I）
　近代的な株式会杜が出現してくるプロセスは，新しい経済史のもっとも興味
深い一節であるといわれる。ω杜会が技術的・経済的に発展するにつれて，企
業の生産規模も大きくなり，複雑化する。またその飯売機構も大きくならざる
をえたい。合名会杜，合資会杜のような人的会杜では，もはやそのための膨大
な資金需要がまかなえたくなる。株式会杜という制度は，この段階の企業に一
番適した制度である。
　株式会杜の場合，その基礎資本，いわゆる資本金は低額で均一な株式に分割
されている。人びとは株式を購入することで，その会杜の出資老，株主となり，
所有老グループにはいる。株式は低額であるので，ひろく一般大衆からも所要
資金が吸収されうる。この場合，株式会杜の出資者は，人的会杜の無限責任杜
員とは異なり，会杜の廣務に対Lて，その払込額の限度をこえて責を負わない。
つまり有隈責任制である。しかも株式は証券市場で自由に売買できる仕組にな
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っているので，多数の出資者の関心は，特定の会杜の所有老たる役割よりも，
投資ないL投機の貨幣的利益の追求にむげられる。実際，株式の分散が高度に
すすみ，いわゆる少数持株支配が可能だとしても，企業に対する支配権を確保
するためには，相当数の株式を掌中に収めなけれぼならないであろう。むしろ
株式会杜の複雑化した経営・管理のためには，出資著以外にも，ひろく人材が
もとめられることとなる。なぜなら今日では，巨大化する株式会杜を経営し管
理するためには，高度の経験と知識と能力が必要であり，いわゆる専門経営者
（professiona1management）にたよらざるをえないからである。そして専門経
営者が企業の支配権を掌握するとき，実質的意味において所有と経営の分離
（separation　of　ownership　and　management）が生ずる。
　所有と経営の分離の事実認謝こついては，アメリカはじめ・いくつかの国に
おいて，実証的研究が重ねられている。
　アメリカの実態を解明しようとした調査としては，バーリとミーソズの研究
が有名である。｛2〕二人は1930年代のはじめに統計的研究を通じ，この国の経済
が200杜の大会杜により支配されていること，株式会杜が経済力を集績し，集
中していくブロセスにおいて，これら大会杜の大部分は，名目的所有老たる株
主の支配からはなれることをあきらかにした。
　二人によると，株式会杜の富の所有権が，より広範囲に分散されてくるにし
たがって，富の所有権とこれに関する支配（・0nt・・1）とは，同一の掌中にある
ことがすくなくなる。株式会杜制度のもとでは，産業用の富に関する支配は，
最少眼の所有権益にもとづいて行使することができ，さらにおそらく支配は，
所有権益がまったくなくとも行使できる。すこしの支配力をももたぬ富の所有
権，およびすこしの所有権もない富の支配なるものが，株式会杜の発展の論理
的所産としてあらわれる。
　ところでこの場合，支酉己とは経営者の任免と，経営政策の真の決定に関する
力をもつことと解しうるが，い童や，つぎのような5つの支配形態が識別され
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る。＝割
1、ほとんど完全な所有権による麦配（・ontrO1th・・㎎h　a㎞ost　c・mplete
　ownership）
2．過半数持株支配（majority　cOntrOl）
3．過半数所有権がなくて，法的手段方法による支配（cOnt・ol　through　a1egaI
　device　without　majority　ownership）
4．少数持株麦配（mimrity　c㎝t・ol）
5．経営者支配（managem・nt　contro1）
　これらのうち・はじめの3つの形態は，法律上の基盤（1ega1base）にもとづ
く支配形態であり，議決権株式の遇半数を投票する権利に依存する。のこりの
2つは，法律外のもので・むLろ実際上の基盤（factua1base）に立つものである。
　「ほとんど完全な所有権による支配」とは，個人会杜とよぱれる会杜にみられる。こ
の場合には，既発行株式の全部またはほとんどが，一個人ないしグループにより所有さ
れている。こうした企業では。所有権と支配が同一掌中にある。つぎの「遇半数持株支
配」は，所有と支配（経営）の分離の第一段階であって，一個人またはグループが，会
杜の株式の過半数を所有し，それによって会杜を支配している場合である。第三の「遇
半数所有権がなくて，法的季段方法による支配」は，まず犬会杜の場合，ピラミヅド型
の方法（pyramiding）がとられる。これは，他会杜の遇半数株式を所有する会杜の株武
の過半数を所有し，さらに後者の過半数株式を所有する会杜を支配し，順次このプロセ
スを重ねる方法である。この方法によると，支配されるべき究極的財産の4分の1，8
分の1，16分の1，またはきわめて小都分にLか相当Lないような権益で，支配が法律
的に確保される。たとえぱヴァソ・スウェリソゲソ兄弟（▽an　Sweringen　brothers）
は，この方法で，2，OOO万ドルに足りたい投資により，総資産額20億ドル以上におよ
ぶ8杜の鉄遣会杜を支配した。そのほカ㍉わずかの投資で犬きな支配権を維持するやり
方としては，無議決権株式（no岬oting　stOck）の利用があげられる。ダッヂ兄弟商杜
（Dodge　Brothe聡，Inc。）のヶ一スがそれである。
I　I4
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　だが大企業では，支配は法葎上の地位によってはきまらない。大企業での支配は，い
わゆる事実的支配であって，所有権の大きさ，経営・管理への参加，企業の経営に必要
な外部事情などにより確保される職略的地位にもとづく。この種の支配は根拠が不確か
である。そのひとつが「少数持株支配」であって，株式が高度に分散してくると，個人
たいしあるグループは，会杜の発行株式の遇半数を所有Lなくとも，会杜の諸活動を支
配できる。さらに株式の分散化がすすむと，もはや，会杜の諸活動を支配するのに十分
放少数権益をもつひとないLグループさえ，存在しなくなるだろう。たとえぼ調査時点
において，ペソシルバニア鉄道の最大株主の持株比率はO．34パーセソトにすぎず，第
二番目の大株主のそれは0．2パーセソトにすぎない。しかも上位20人の大株主には，
ひとりの取締役もふく童れてはいない。この場合，会杜の支配はどこに所在するか。
　バーリとミーソズによると，取締役の選出にさいし，株主のとる途は3つある。定例
株主総会に出席して，みづから株式議決権を行使するカ㍉それともその行使を差しひか
えるか，または経営老により選出される特定のひと，委任委員会（proxy　committee）
に対し委任状を託するかである。第一の場合，当人が大量の株式を所有しているのでな
けれぱ，まったく効果はないだろう。そこで株主は，実際には，議決権を行使し次いか，
さもなけれぱ自分の議決権を，支配力をもたない，選出にも参加しえない人びとに任せ
る。ところが委任委員会のメソバーを選任しうるのは，現在の取締役であるから，かれ
はみづからが次期の経営老を定めうることとな私このように，株式が高度に分散化す
るにつれて，経営老は，自分の持分がとるに足りぬものであっても，自巳永存が可能で
ある。この状態こそが，「経営着支配」にほかならない。
　バーリとミーンズによると，さきの200杜の大企業のうち，会杜数の44パ
ーセソト，資産額の58パーセソトが経営者麦配の状態にある。第1表を参照
されたい。｛4〕
第1表
　Management　control・・
　Lega1device　・・・・・・…
　Minority　controI・・・…
　Majority　ownership…・・
　PriYate　ownership　・…・
By　Number
　　44％一一・・
　　2196…　一・
…23％……
　　5％・…・・
　　6％一一一
By　Wealth
　　58％
　　22％
　　1垂％
　　2％
　　4％
　　　　I　I5
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In　hands　Of　receiver’． 　1％…
100％…
・neg1igib1e
　・100％
　ここでのバーリとミーソズの結論は，株式会杜の発展にともない，会杜の法
律上の所有者たる株主の大都分は，その支配権を喪失し，とるに足りたい株式
数しか保有しない経営者が実際に企業の支配権を掌握するにいたるという点で
ある。こうした意味において，所有と経営の分離が実質的にみられる。
　バーリとミーソズの実証的研究の結果は，いわゆる新経営著論，新企業論に
つらたるものであり，その反響はきわめて大きかった。一方ではバーナムの
r経営者革命論」のような極端を生み出しながら1他方では・スウィージ、
パアーローといったそれに対する批判論も惹起せしめた。㈲わがくにでも・批
判は多いようである。16〕たとえぽ，ひとつの大きな批判は1二人のいうように
かりに巨大株主の総株式数にしめる持分，持株比率が減少するとしても，会杜
支配に関心をもたない群小株主数が増大するので，かえって巨大株主の会杜支
配の意欲はつよまり，現実化するのではないか，というものである。また三戸
教授は，現実に企業の資金調達源泉中にしめる他人資本調達や自己金融の割合
が増大している点を指摘し，あるいはprivate　placementやdirect　p1acement
の利用または無議決権株式の発行などに着目して，株式の分散化には一定の限
度があり，r所有者支配の限度において停止せしめられるものである」ことを
理論的・実証的にしめしている。〔7］
　実際，バーリとミーソズの調査の数年あとで実施された「臨時国家経済委員
会」（Temporary　National　EcOnOmic　Comm辻tee）のr200杜の最大級の非金融会
杜における所有の分布」（Th・Di・t・1b・tl…fOw・…hipi・th・200L・・g・・tN・阯
inanc…al　Ccτporati㎝s）の調査でぱ，さきの調査とは逆の結論がひき出されてい
る。すなわち，「会杜資産および会杜所得の集申の危険性は，しぱしぼ論じら
れるように，株式の高度な大衆的分敵化により解消もしなければ・減少もしな
い。株式所有のたんなる数的増大それ自体は，企業に対して発言権をもつため
　工I6
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の所有形態のいとぐちとなるものでもたげれぱ，企業に対する発言権の現実的
能力をもつための手がかりを，なんらあたえるものではないのである・事実・
国民のなかのごく一部の掌中への株式所有の集中が，会杜資産の集中と相対応
している」。帽1ところが，このデータにもとづいて，ゴードソはまた・経営者支
配論を展開するという具合である。帽〕ゴードソの場合，所有のたんなる存在や
規模だげでは，株主集団が現実にどの程度・ビズネス・リーダーシヅプに参加
するかはしめされえない点が強調されてい乱かれによれば，大会杜におげる
リーダーシップ職能，指揮（di・ectiOn）と調整（cOo・din・tiOn）の職能，つきる
ところ意思決定の職能は，やはり専門経営者が担当している。しかもかれらは
グループ化L，職業化しているのである。ゴードンはふたたびr経営者支配」
論を展開するのである。
　近代企業で所有者と経営老が顕著に分離することは，ひとつの必然であり，
何びともこのこと自体を否定することはできない。だが，このような事態のた
かで，経営老が実質的に企業を支配し，そのリーダーシップを掌握するかどう
かを断定するのはむずかしい。とくに，株式所有そのものに直接にもとづいて，
そうしているのか否かを判定することには，限界があるように思われる。これ
と同時に，現実の経営老行動を分析し，かつての所有経営者のそれと比較する
ことも重要である。
註（1〕Gutenberg，a－a－O、，S一ユ3・訳6頁o
　（2）　A．A．Berle　and　G　C・Means，The　Modern　Corporation　and　Private　property，
　　NewYork1933、北島忠男訳・近代株式会杜と私有財産・文携堂・昭和33年・
　（3〕　Berle　and　Means・Ibid・p・70・
　（4〕　Berle　and　Me亘ns・Ibid・p・94・
　t5〕工Bamha㎜，The　Ma㎜geづal　RevoIution，What　is　HapPeni㎎in　the　World・
　　NewYork1941．長崎惣之助訳’経営者革命・東樺経済新報杜・昭和26年。P－M－
　　Sweezy，The　Present　as　History，Monthly　Review　Press・New　York1953・；V・
　　Per1o，The　Empire　of　High　F1nance，New　York1957一淺野孝訳・最高の金融
　　帝国・合同出版杜・昭和33年・
　く6）わがくにの関係参老文献については，つぎの個所をみられたい。三戸公箸・アメ
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　　　リカ経営思想批判・未来杜・昭和41年，第2章はLがき。
（7）前掲書・参照o
（8）TNEC，The　Distribution　of　Ownership　in　the200Largest　Non一丘nancial
　　　Co印orations，Monograph　No－29．　この報告書については，つぎの邦文献がくわ
　　　Lい。上林貞治郎著・現代企薬における資本・経営・技術，森山書店・昭和33年o
　　　　　なお，バーリ＝ミーンズの緒論とTNECのそれが大幅に相違している大きな理南
　　　とLて，ゴードンはつぎのようにのべている。“One　important　reason　for　the
　　　large　difference　between　their（Ber1e　and　Means一＿F．K一）丘ndings　and　those
　　　of　SEC1…es　in　the　contrasting　treatment　of　intercorporate　ownership．The
　　　SEC　considered　companies　whose　stock　was　held　by　anothef　corporation　as
　　　examples　of　ownership　contro1．Berle　and　Means　classi丘ed　the㎜according
　　　to　the　type　of　controI　situation　existing　in　the　stockhoIding　company－Most
　　　such　cases　were　considered　as　representing　uItimate　contro1either　by
　　　management　or　through　a1ega1device（pyramiding）、Seventy－three　companies
　　　were　classed　as　under“immediate　control”through　minority　ownership　but
　　　only46％（some　co㎜panies　were　classed　according　to　two　types　of　control
　　　situations）were　considered　to　be　ultimately　controned　in　this　way．Sixty－
　　　ive　companies　were　classed　as　under　immediate　management　contro一，88％
　　　under　u1timate　management　controL　The　figures　for　contro1through　lega1
　　　device　were：21for　immediate　contro1，41for　uItimate　contro1（See　the　same，
　　　pp．93＿94，115＿16）一It　is　the丘gures　on“ultimate　control”that　Berle　and
　　　〕M1eans　emphasized註nd　which　have　been　so　widely　cited－
　　　　　If　we　take，in　the　SEC　classi丘cation，the35companies　in　which　a　singIe
　　　fami王y　ownedユO　per　cent　or　more且nd　the12負rms　in　which　two　or㎜ore
　　　fa血i工ie畠owned　as血uch　as30per　cent，we　bave47companies　or　only27
　　　per　cent　of　the　totaL　If　we　add　the17cases　of　aI王eged　mu1ti－family　control
　　　with！O－30per　cent　ownership，we　have64cases　or36per　cent・A1177
　　　cases　of　single－or㎜u1tiple－fa㎜ily　control，including　those　with　less　than1O
　　　per　cent　ownership，amomt　to　about44per　cent　of　the　tota1nu㎜ber－Berle
　　　and　Means　classed34per　ce血t　of　their　companies　as　being　under　contro1
　　　through　majority　or　minority　ownership。（R．A－Gordon，Business　Leadership
　　　in　the　Large　Corporation，pp－43＿44）
（g）R．A．Gord㎝，Business　Leadership　in　the　Large　Corporati㎝Washingto口D．
　　　C．，1945．平丼泰太郎・森昭夫共訳・ビ’ズネス・リーダーシヅプ，アメリカ大会杜
　　　　の生態，東洋経済新報杜，昭和29年o
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3．所有と経営の分離（1I）
　株式会杜形態の普及とその発展が，比較的おくれていたわがくにの状況はど
うか。増地庸治郎教援が昭和9年から2年間にかけておこたった調査結果によ
ると，主要産業部門に所属する91杜の支配形態は，第2表のようになってい
た。ω
　　第2表　　　　杜数　　　財産額　　過半数支配………・一…………13．2％一……………・・一一24．1％
　　　ピラミッド型支配一……………・・…11．O％…・・………・一・・………2．5％
　　　少数派支配……・……・一………31．8％…一……一・…………20．4％
　　　経営者支配一・……・…一・・……33．O％……一……・・…………22，5％
　　　金融業者支配…一…………・・……1．1％…………一…・・………4．2％
　　　政府支配………＿＿＿．．＿、一一g．g％＿＿＿＿．＿＿。＿＿＿26．3％
　この場合，増地教授のいう支配とは経営老を左右する機能である。具体的に
は経営者の任免権であり，さらに増資・減資・解散・合併のような企業に根本
的変化をもたらすような事項に関する最終的決定もふくむ。なおピラミヅド型
麦配というのは，親会杜の所有する従属会杜の持株比率が50パーセソトに達
する場合である。また金融業考支配とは，杜債の引き受け，短期資金の貸付を
する金融業著が，経営老の任免権を掌握していることであり，政府支配という
のは特殊事業をいとなむ株式会杜にして，政府の出資がないにもかかわらず，
経営老の任免権をもつ場合である。この調査にもとづいて，わがくにの企業で
の所有と経営の分離が強調されているが，アメリカと比較すると，経営者支配
はかたらずしも一般的なものではなかった。むしろ少数派支配，過半数支配，
ピラミヅド型支配の合計の方がはるかにウェィトがたかいともいえる。
　周知のように，第二次世界大戦後，経済民主化の具体的措置として独占排除
と財閥解体の政策がおしすすめられたが，昭和22年に「私的独占の禁止及び
公正取引の確保に関する法律」いわゆる独占禁止法と「過度経済力集中排除法」
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が公布・実施され，「公正取引委員会」と　「持株会杜整理委員会」が設けられ
た。このため持株会杜の禁止，株式保有の制隈をふくむ，いわぼ経済外的強制
にょって，わがくにの株式所有の分散化は一挙にすすんだといえる。昭和24年
には，全国証券取引所上場会杜についていうと，持株数5，000株未満の小株主
が株主総数の99．2パーセントの高率に達し，株式総数の59．7パーセントを占
めるようになり，株式総数の約6割5分が持株数1万以下の株主により保有さ
れていた。
　それでは，その後わがくにで所有と経営の分離は確立したか。昭和35年発
行の経済同友会の資料によると，｛2〕取締役の持株数は依然すくたくて，持株数
1万から2万の層がもっとも多く，ついで1万未満の層，それから2万から3
万の層の煩になっている（79杜，平均資本金63億円，平均発行株式数1億
2，600万株）。平均発行株数に占める割合は，01025バーセソトにすぎない。
　若干時期的にさかのぽるけれども，占部都美教援も各産業部門の10大会杜，
計120杜について実証的研究をおこ鮎・（昭和29年調査）・個人または同族の
直接の持株による支配集団なるものは，2，3の例外を除いて存在しないこと，
株式所有にもとづく個人大株主の会杜麦配は一般に存在せず，大株主のうちで
大きな比率をもつのは金顧会杜その他の制度だと指摘している。＝割しかもこれ
らの金融会杜は一般に投資童たは投機の目的をもって株式を所有するのであっ
て，いわゆる支配のためではない。同教授もほぽバーリとミーソズにそいなが
ら，最大株主の持株比率により，第3表のように120杜を色分けしている。
　　第3表
　　　1．個人または会杜による過半数支配のおこなわれるもの……一・・2杜
　　　2．　　　　〃　　　　少数支配　　　　　〃　　　　・………・．18杜
　　　3．　　　　　〃　　　　経営老支配　　　　〃　　　　一・・……100杜
　　　　　　　　　　　　　計・……・…・120社
　この帰結として，占部教授は，1．一ひとりの個人はだれももはや今目の大株
式会杜を所有Lないこ1と，2．大株式会杜について「支配中心」（・㎝t・・工・㎝te・s）
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というものはほとんど存在したいこと，3．その結果，株式会杜における資本
的支配の性格は，構造的にいちじるしく変質Lていることを指摘している。
　また降旗武彦教授も，わがくにの企業が財閥支配的形態から脱却し，第二次
世界大戦後においては経営老の地位がきわめて強化されていることをしめして
いる。ω
　げれども同じわがくにの事態について，以上のものとはまったく逆の結論を
引きだす実証的研究も存在する。たとえぼ広瀬雄一教援は経営老支配論を批判
して，1．金融機関その他の会杜は形式的にはひとつの組織体であり制度であ
っても，本質自勺には資本団体であり，利潤増殖・資本蓄積を本来の目的とする
個別資本にほかならず，2．また株式会杜の発展につれて，企業資本の源泉と
して株式資本のほかに杜廣資本・借入資本たどが次第に重要な役割を演ずるよ
うにたり，杜債の引受・受託や銀行融資を通じても企業の支配関係が成立する
点が見落されているとしている。さらにまた，3．戦後，財閥解体や企業分割
によりぼらばらにされた諸企業が，技術革新の産業への導入・貿易自由化など
に対処する資本集中・企業集申の急速な進展にともたい，系統金融機関または
一部有力企業を中核とLて，ひとつの麦配体系の裡にしだいに包摂されっっあ
る事態が，経営者支配論では無視されているという。㈲
　広瀬教授は昭和34年上期末現在の主要産業部門の最大級200杜を選出・分
析し，つぎのような結果をみちびき出Lている。すたわち，まず現象的には，
第4表にしめされるように，所有老支配が79杜，経営著支配は121杜であっ
て，後老が会杜総数の約6割に達し，もっとも普遍的形態とたっている，㈱と。
けれども経営老支配なるものの実体を立入って分析すると，その会杜が特定の
金融機関その他のイソタレスト・グループからほとんど圧力をうけず，経営者
がまったく自主的に政策的決定をおこない，役員の選任をなLうるのは，その
全都ではない。本来的意味での経営老支配の企業とは，内部蓄積が豊富で他人
資本依存度がひくいこと，現金収入の比率がたかく，ないし業績好調で，資金
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第4表
支配形態別持株比率別 会杜数
ほとんど完全な持株による支配　（持株比率80洲上） 1
過半数持株支配　（持株比率60＿一7脇） 2
（〃 50一一6脇） 2
計 4
少数持株支　（持株比率4ト5脇） 配 4
（〃 30－40％） 12
（　〃 20－3脇） 22
（　〃 10一一2脇） 28
（　〃 iO％未満） 8
計 74
所有者支配合計 79
経　営 老　支 配 121
総 計 200
200杜の持株関係からみた支酉己形態別持株
比率別分布（昭和銚年上期末現在）
（株式会杜支配の構遣　135頁）
繰りが円滑であること，収益力が
安定していること，斜陽産業部門
に所属せず，製品のマーケヅト’
シェアがたかいこと，成長産業で
あって，比較的長期間収益力の伸
張が予想されることといった条件
がみたされなげれぱならなし・oだ
がこれらの企業にあっても，資本
的麦配は潜在化し消極化Lている
のにすぎぬのであって，一たび経
営老が事業に失敗し，株主資本を
危殆におとしいれる危険がおこる
ときには，それが顕在化し積極化
する。経営老は依然として資本の
利益を代表しているのであって，
株主の意思に反し独自の杜会的立
場をつらぬくことはできない，と
いう。
　わがくにの場合も，企業を麦配し，その政策決定権を掌握するものが，資本
的支配の下に立つことなしに，そうしているかどうかを判定することは，まこ
とにむずかしいだろ㌔むLろこの間題は，今日の経営者が，政策的決定その
他の行動にさいし，いかなる態度をとるかという点からも検討されるべきであ
る。ただ小論では，一応，所有と経営の分離を公準的前提として，議論を展開
Lたい。
註（1〕増飽庸治郎著’株式会杜・株武会杜の本質に関する経営経済的研究・厳松堂，昭
　　和12年，参照。
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（2）経済同友会・わが国企業におけるトップ・マネジメントの構造と機能・昭和35年o
　　なお目本生産性本部にある生産性研究所でも，昭和34年にrわが国大企業にお
　けるトヅプ・マネジメントの実態」（経営管理近代化に関するアンケート調査報告
　書2）という調査資料をまとめているo
（3〕占部都美著・経営者・ダイヤモンド杜・昭和31年。
（4〕降旗武彦著・株式会杜経鴬論・森山書店・昭和35年。
（5〕広瀬雄一薯・株式会杜支配の構造・わが国主要産業部門最大級200杜における企
　業支配の分析を中心に・目本評論新杜・昭和38年o
（6）広瀬，前掲書，135頁。
4．取　締　役　会
　近代企業において政策的決定の中心はどこにあるか。既述のように，所有と
経営の分離現象が進行するにつれて，企業の所有老たる株主は，一般にますま
す経営・管理機能から遠ざかる。たとえば昭和25年の商法改正にみられるよ
うに，株主総会の権限はいちじるしく減退したものとたる。いまや株主総会は，
実質的には経営機能すら担当していない。それは若干の組成的機能のみを形式
的にもっにすぎない。グーテンベルクのいうように，企業の意思形成の中心は，
一般的に株主から経営者に移っている。ωところで近代企業では，ゴードソが
指摘するように，経営者はグループ化Lてい砧2〕しかも経営老グループの内
部において，機能分化と階層化が考えられるのである。この場合，政策的決定
の中心はどこにあるか。
　近代企業の経営者，いわゆるトヅプ・マネジメント（tOp㎜a・agem㎝t）の実
態については，ホールデソ，フィッシュ，スミス三人の古奥的研究がある。｛割
それはアメリカの主要な工業会杜31杜の実態調査である。ホールデンらにょ
ると，トップ・マネジメソトには，3つの識別される層（・・n・）ないし機能
（fun・ti．n）が存在する。｛4〕
1．受託機能（the　t・u・teeship　f㎜cti㎝）
株主の利益を代表・保護・促進し，かつまた企業の基本政策（basic　policies）
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と一般的方向（genera1COurSe）を決定し，さらに会杜の総合成果を評価する。
また企業財産が一般にどのように保護され，効果的活用がなされているかにつ
いて盤督する。この分野は取締役会（bOa・d　of　di・ect0・s）のもっぱら担当する
ところである。
　2，全般経営の機能（the9㎝e・aI－management　Or　administ・ative　f㎜cti㎝）
　この機能も企業全体にかかわるものである。だが全般経営は，取締役会の定
めた基本政策，およびその委譲した権隈の枠内で，企業全体を具体的に計画化
し，指揮し，調整し，統制す私この機能は，a）最高経営者（chi・f　executi平e）・
b）最高経営老およびパート・タイムの部門管理老会議（pa汁tim・co㎜cil　of
divisiona1・xecutives），C）常勤の全般経営者グループ（ful1tim・9・0uP　Of　ge・
nera1exe㎝tives），d）取締役会といった様々な方法により遂行される。
　3．部門管理機能（divisiOna1cr　depa・tmenta1・manage血ent　function）
　企業の主要部門（maj0・divisiOns　o・departments）の経営・管理である。この
機能は，企業全体でなく，主として企業の特定部門に関する業務にかかわる。
この機能のにない手が，部門責任者・いわゆる部長である・
　ただ実際には，これら3つの機能の層が不明確で・識別しがたいことも多
い。ある場合には，2つの機能，ないし3つの機能すべてが同一グループにょ
り担当されることがある。わがくにの現行商法は，株式会杜の制度上，第一の
機能と第二の機能のにない手を載然と分げようとしたものと解される。つまり，
トップ・レベルにおいて，R．C．デービスのいう経営（administ・・tiv・man直ge－
ment）と管理（Op・・ative　mana9・㎜ent）を区別する考え方㈲がとられている。だ
がこの意図は，現実の企業で十分に考慮されているとはいえないようである。
　わがくにの取締役会は，法的に，経営機能の担当者，政策的決定の最高機関
たることが明記されている。すなわち，「会杜ノ業務執行ハ取締役会之ヲ決ス」
（商法・第260条）。
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　敢締役会が決定できる事項は，法的にも規定されている　（法定決議事項）。
たとえぼ株主総会の招集（同法・第231条），支配人の選任・解任（同法・第
260条），代表取締役の選任および莱同代表の決定（同法・第261条），会杜と
取締役とのあいだの取引の承認（同法・第265条），新株の発行（同法・第280
条・lI），法定準備金の資本組入（同法・第293条・皿），株式の分割（同法・
第293条・］V），杜債の発行（同法・第296条）などである。これらの事項は，
かならず取締役会によって決定されなけれぼならない。だがこれらの決議事項
のほかに，定款およびいわゆる「敢締役会規程」において，敢締役会の権隈が
規定される。このような項目としては，たとえぼ，1．株主総会に提出する議
案　2．重要改規貝uの制定改廃　3．事業計画，予算決算に関する事項　4．利
益金処分，利益配当に関する事項　5．重要な財産の取得処分，営業の一部の
譲渡　6．役員人事に関する事項　7．重要な投資および融資に関する事項　8．
会杜の合併清算，重要た訴訟に関する事項などがあげられる。㈲
　取締役会はまず株主利益の受託老として経営機能を担当しなければならない。
一般的，総括的にいって取締役会は，名目的に経営・管理者の選任，一般的目
的の設定，広汎た政策の樹立，会杜の諸活動の業務的・財務的成果の評価，利
益の分配等に関して権限をもつ。ところが現実は大いに相違するのである。問
題はさしあたり取締役会の規模と構成にある。
　まず敢締役会の構成人数は，アメリカの場合だと，10人から15人が普通で
あり。最高36名である。｛7〕わがくにの状況は，第5表のようになっている。｛副
そこで「多くの会杜では，取締役会が活動的であるがためには，あまりにも人
数が多すぎる」。会議体の活動状況は，端的にその開催頻度数にあらわれるが・
わがくにの敢締役会の場合は，月一回定例に開く程度のところが多い。｛副取締
役会の構成は一そう意味深長である。取締役会メソバーは，通常，内部取締役
（inside－director），現役の企業役員と外部取締役（outside－di・ectOr），いわゆる非
常勤敢締役からなる。アメリカの場合，ホー．ルデソらの調査によると，その比
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第5表 重役一杜平均数
職　　　位　　　名　　実数（人）一杜平均（人）
会　　　　　　　　長
杜　　　　　　　　長
副　　　　杜　　　　長
専　　　　　　　　務
常　　　　　　　　務
111／1常篶1
監査役／算常竃
そ　の　他　の　重　役
第6表
Actiマe　o笛cers………・・
For皿ユer　of‘icers　・・・・・…
　Ownership（substantiaI）　・
　Outsiders・・……・・
　61　　　0．3
232　　　　1．0
100　　　0．4
195　　　0．8
662　　　　2．8
・llllllト
：：川11／…
105　　　0．4
3，378 14．4
・42％
　7％
・19％
32％
率はつぎのようになっている（第6表，参照）。口①
　内部敢締役は常勤で企業の業務活動に参加しており，全般経営のみならず，
個別的な担当職能をもつことが多い。かれらは杜長，副杜長，都長，営業所長
といった職位に就いている。一方，外部取締役は担当の責任をもたない取締役
であって，大株主をはじめとし，金融機関代表，関係会杜の役員，前役員，そ
の他学識経験者によって構成されている。両老の割合はさまざまである。US
スチールのように，取締役会が外部敢締役のみで構成される会杜もあれぱ，ニ
ュージャージー・スタ1■ダード石油のごとく，内都取締役からのみ構成されて
いるところもある。だが一般的にみて，「現在またはさいきん経営・管理を担
当していたものが，取締役会におげる支配的な代表者だということができよ
う」。㈹わがくにの企業では，内部取締役の比率がとくにたかく，まさにこのこ
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とぼが妥当する（第5表，参照）。
　取締役会メンバーの大多数が内部取締役によって占められている場合，企業
の内情に応じた討議ができ，また決定された政策の徹底化を期しうるといった
それ相応の利点がともなうのであるが，一方，より本質的には，このような事
態がすすむと，取締役会が全般経営者のうえに立つ機関，独立の機関であるこ
との意味がうすれてくるという問題が生ずる。㈱実際に取締役会ぱ形式的な饒
式と化し，権力から疎外され，経営政策的決定の中心は次第に全般経営層に
移る。いまや取締役会は，株主総会と同じように形式化し，無力化する危険に
さらされる。たとえぱ経済同友会の調査においても，「取締役会は商法が要求
するだげの機能を，実質的にはたしえない」，r敢締役会は商法の規定とは違っ
て，実質的に経営活動を担当しているかどうかは問題である」，「取締役会は，
形式的な間題にかぎって開催される」といった意見がみられる。
　とりわけ所有と経営の分離がすすんでいる場合，いわゆる役付重役は自分自身を監督
する権利をあたえられるわけである。いまや取締役会は株主の番犬（watchdOg）の役
目，ないし株主と経営老のあいだにある独立の連結環たる意味をうしないかねない。
　アメリカの企業では，取締役会に分科委員会（sub－cOm血it士ee）を設げる傾向
があ乱調査によると，つぎのような名称の委員会が設置されるようである
（第7表，参照）。
　　第7表
　　　Name　of　Committee　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Number
　　　Executive　．．．“．．．．一“一、一“．““。。．．“、．“。一．。．．、。“．一、．、“．一．一・一“・一““．“、．．．“．“。“　241
　　　Finance“・“““・“・“・・・・…　“…　…・・…　“・・…　““・・・・・・・…　“・・・…　…・…　““…　“…　　49
　　　Salary…　一・一・…・“・……・・・…　“……　………　一・…　………・・…　“…　一一・…　……　　22
　　　Trust＿＿＿＿＿＿。．＿＿＿＿＿＿．．．．。…＿一＿＿一＿＿…一一＿＿……一。…一一　15
　　　Bonus，proit　sharing，and　pension．．．。、、．．．．．“．．．“．．．、．．．一．．。“．．“．。u…．　11
　　　Audit　．．““．．“…“。．。、。．“““。一“…。“。．“…。．．。…．。…．。．．““、““．…．。．“．．“．．。“．．．　11
　　　0thers．．．．＿＿＿一一＿＿．＿＿一＿。一一＿＿＿＿一＿＿＿。。＿＿＿＿＿＿＿＿。＿一、．　66
　　　Total“……。…“一、……＿…一……．…………．一、一一…一＿……………．．。…415
　　　（Gordon，Business　Leadership　in　the　Large　Corporation，p．138．）
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　前記の委員会はあくまで敢締役会内に設置され，その意味で受託機能を担
当すべきものである。したがって，これらの委員会は執行委員会（0pe・ativ・
・o㎜皿itte・），監理委員会（administ・ati㎝cOmmittee）のような全般経営委員会
（genera1managementCOmmittee）とは異なる。一般的にいって経営委員会
（・X・CutiVe・・mmitte・）は，頻繁に開催されない取締役会にかわり，目常その機
能を代行する。つまりそれは度々会合を開いて，全般経営者により不断におこ
なわれている諾決定のうち，比較的重要なものを承認する。少数の役付内部取
締役がそのメソバーとなる。そこで，この場合も間題がおこるのであ私アメ
リカの会杜では，全般経営を担当するため，杜長を中心とLて執行委員会や監
理委員会が設置される傾向があるが，経営委員会のメソバーと執行委員会のそ
れとが，現実には同じ人びとである場合が多いようである。担当者の面からい
うと，経営委員会と執行委員会は重なる。
　なお財務委員会も設置される場合が多い。それは主とLて財務的諸問題とか
かわるが，ゴードソによると，財務的諸決定を支配し，監督することによって，
実際上，会杜諸活動の全般に影響をおよぽしうる。会杜に経営委員会も設置さ
れている場合，財務委員会には外都敢締役がはいることが多い。この二つが経
営常任委員会（・XeCutiV・COmmittee）であり，一般的にいって，積極的で重要
な役害屹果す。そのほか取締役会には，給与・ボーナス委員会のような，職能
的によりせまい委員会が設けられる。また監査委員会は外部取締役から構成さ
れる。これらの委員会は大体において，取締役会のはたすべき職務の一端を分
担し，あるいは取締役に対する全般経営著の諸提案を拒否したり，可決したり
するr箭」として行動する。
　ところでこのような分科委員会の活動にもかかわらず，大会杜の取締役会は，
政策的決定にさいし，重要な役割を積極的に果さない。むしろそれは，単独
の独立機関（a　sep・・at・and　ind・p・ndent　bOdy）とさえも考えられない。っまり
取締役会は意思決定の発案をおこなわたいのはむろんのこと，全般経営老のな
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す意思決定に対し，自主的拒否ないし承認の権利さえ積極的に行使したいこと
が多い。それでは取締役会は今後ますます形式化し，無力化するのであろうか。
この点についての判断はなかなかむずかしいが，ドラッカーは敢締役会のみが
はたしうる機能もあるとして，そのあり方をつぎのようにのべている。㈹
　すなわち，1．会杜が現実におこなっている事業（busin・ss），またどんな事業
をたすべきかの決定を承認すること（app・ove），2．会杜が企業活動のうえで設
定した諾目的と，この目的達成の度合の判定を最終的に承認すること，3．会
杜の利益計画（proit　p工aming），投資政策（・apitaI－investment　pOIicy），支出予算
（・xpenditur・s　budg・t）などを批判的にながめること・4．最高裁判所（Sup・・me
C0・rt）のように，組織問題について最終的な判定を下すこと・5．杜風・つま
り組織の精神（spirit　Of　the。・gani・・tion）に注意すること・6．人間の力をうま
く利用し，その弱点を補なうことに成功しているかどうか，また明日の経営者
育成がおこたわれているかどうかを確認すること・7．経営・管理老の職務や
報酬が適正であるかどうか・またそれらが組織力の増キ・組織目的の達成に役
立っているかどうかを確めることである。
　ドラッカーのあげる機能は，いずれも取締役会がもはや支配の機関（g・・em・
i㎎0r9・n）ではたく，政策的決定の実質的なにない手でもなくたることを意味
している。取締役会は評価（appr・isal），批評（・eview），控訴（app・al）の機関
となるのである。しかも，評価や批評や控訴は，かならずしも株主の受託とい
う観点からなされるのではない。全般経営老のおこたう政策的決定が，よりひ
ろい経験と視野から，客観的に，杜会的に評価され，批評されなけれぱなら
ないのである。このため取締役会会長（・h乱iman　of　th・bOa・d）の強化，外
部敢締役の充実化といった方途がとられることにたろう。ドラヅカーや山城教
授は，取締役会の杜外性を強調しているが，それぱこうLた方向で，企業の全
般経営に対Lて取締役会が独立化し客観化Lた立場をとることを意味する。
同時に，それは敢締役会がイソタレスト・グループの利害調整の場となるごと
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をしめす。
注（1〕Gutenberg，孔a－0一，S．13．訳6頁o
　（2）Gordon，Ibid一，P－67f．訳71頁以下。
　（3j　P．E．Holden，LS．Fish　and旺L－Smith，Top　Management　Organization
　　andControLAResearchStudyoftheManagementPoliciesandPractices
　　of　Thi耐y－one　Leading　Industrial　Corporation＄　New　York－Toronto－London
　　1951．岸上英吉訳・トヅブ．マネジメント・米国主要31会杜における経営の実態
　　研究・ダイヤモンド杜・昭和26年。そのほか，っぎの2文献も参考になる。T一α
　　Baker，Directors　and　Their　Functions．Bost㎝1945．阿久津謙二，米沢甚二
　　訳，重役と経営．］橋書房’昭和27年。；M－T．Copeland　andA．R．Towl，The
　　Board　ofDirectors　and　Business　Management．Boston194τ　米沢笹二訳・
　　敢締役会の運営．一橘書房・昭和27年。
　（4）Holden，FishandSmith，Ibid．，PP－15－16一訳19－20頁o
　（5〕R－C－Davis，The　Fundamenta！s　of　Top一㎜anagement，3rd．ed．，New　York
　　1951，pp－202乱　大坪檀訳・管理者のリーダーシップ（上）・目本生産性本部・昭和
　　37年，186頁以下参照。
　（6）占都著，前掲書，120頁以下。前掲の経済同友会資料，参照。
　（7〕Gordon，Ibid．，P・117・訳124頁。
　　　　Size　of　Boaτds　of　Directors　in155Large　Corporations　in1935
Nu血ber　of　Men Nu皿ber　of　Companies
on　BoardInduStr三alSPublicUtilitiesRaiIroadsTotaI
6・・ 2 2 一 47－8一 3 4 2 9
9－10一一 16 7 3 26
11＿12．． 22 4 9 35
13＿14．． 10 8 7 25
15＿16．一 12 4 11 27
17－18“ 9 3 3 15
1臥＿20．． 3 1 一 421and　Oマer・・ 7 2 1 10
Tota王 84 35 36 155
Aberage
（number　of　men）13．9 12．6 13．4 13．5
L　　　　　　　■　■
（8〕前掲の経済同友会による調査報告，参照。
（9）前掲の経済同友会の調査によると，わかくに企業における敢締役会の開催頻度は，
　月1同定例に開くもの201杜，月2回4祉，月3回1杜，隔月9杜，3ヶ月に1回
　2杜，半年に1回4社，毎週開くもの6社，とくに定めて派いもの6杜，計233杜
　となっているo
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⑩Holden，FishandSmith，Ibid・，P・221・訳296頁。
⑬　Holden，Fish　and　Smith，Ibid・，P・221・訳296頁o
⑫　Gordon，Ibid一，p．120。訳127頁o
（尋　p．Drucker，The　Practice　of　Management，New　York，1954，P・179・現代経
　営研究会訳・現代の経営・自由国民杜’昭和31年，260頁，参照。
5．全　般　経　営　者
　わがくにの現行商法第261条によると，「会杜ハ取締役会ノ決議ヲ以テ，会
社ヲ代表スベキ取締役ヲ定ムルコトヲ要ス」。代表取締役は杜長であることが
多いが，専務取締役または常務取締役でもありうる。かれらは対外的に会杜を
代表するが，同時に，取締役会の決定Lた基本政策の枠内で，またそれから委
任された権限の範囲において，企業全体の立場から，その具体化をはかる。つ
まり全般経営を担当するのである。取締役会と全般経営者は，ともに企業全体
の利益にかかわるものであるが，前者が既述のように決裁的で非継続的な職務，
すなわち主要な提案，成果の評価と承認をするのに対し，後者はより執行的で
（ope・・tiv・）継続的な職務をはたすことを建前とする。ホールデソらによると，
全般経営者の職務と考えられるものには，つぎのようた項目がある。｛1〕
　1．職能・責任（・・sp㎝sibilities）・権限の限界（1imits　of・uth0・ity）を明確
　化L，かつ適切に配分して，健全で効果的た会杜組織の制度を保持すること。
　2．すべての経営・管理の職位に，真に適材の人員を保持すること。
　3、全般的目的を，将来まで見こして計画化し，明確化すること。
　4．資本支出（c・pitaI　exp・nditu・es）・営業支出（・p・・ati㎎・xp・nditu・・s）お
　よび業績・要員・給与・製品種類・価格のようた全般的業務活動に対して，
　効果的な統制方式を保持するこ』
　5．取締役会から委任された権限の範囲において，主要な設傭予算・収支予
　算・任命およぴ俸給の変更を，規程されたそれらの統制方式により批評L，
　承認すること（re・iew　and　approva／）。
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　6．全般的な業務執行政策（g・nera1ope・・ti㎎pOlicies）を決定するこ乙
　7．取締役会に対Lて，その決議を要する事項についての勧告（・ecommen－
　d・tiOn）。
　8．主要な業務執行計画（m・jOr　Ope・ati㎎plans）の総括的調整をなすこと・
　9．各部門の業務およびその業績の評価（app・ai・・I）。
　これらは，どちらかといえぼ，形式通りに，全般経営老を取締役会の下にあ
るものとしてみた規定である。だが，さいきんの調査によると，全般経営者の
実質的た機能内容として，1．会杜の利益に真に影響をおよぽす意思決定，
2．全杜的な政策と目標の設定，3．総合調整，4．組織設定，5．権限委譲があ
げられている。｛2〕いまや全般経営者が経営の中心である。このうちとくに大切
なのは，全般的な経営政策の決定であろ㌦経営政策の決定中心点は，すでに
のべたように，敢締役会ではなくて，全般経営層に存する。
　ところでホールデンらによると，全般経営のこれらの職務を組織するのにつ
いて，つぎの4つの形態がある。帽〕
　A型。いくつかの会杜でぱ，最高経営老ひとりが全般経営を取り扱っていて、
必要と思う場合には，随時，同格の役員や部門管理老をよび，意見をきき，童
た相談する。
　B型。他の場合には，最高経営者と部長会議とが，その職務を担当している。
　C型。他の会杜では，全般経営著のグループが結成されていて，それが全時
間をあてて全般経営をになっている。
　D型。その他きわめて少数の会杜ではあるが，取締役会が本来の受託機能を
遂行するとともに，全般経営の分野の問題も取り扱う。
　アメリカの場合，杜長により代表される全般経営の構成は，以上の4つのタ
イプに識別されるというが，わがくにの企業では，第8表のような形態がみら
れる。｛4〕ここでは，全般経営層そのもののなかでの職位階層が目立つが，むし
ろそれは身分的差異であって，そこに実質的た職務上の区別はみられず，グル
　エ32
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第8表 トップ・マネジメソトの職制形態
a　杜長一副杜長一専務一常務一常勤取締役　30杜
b　　杜　長一副杜長一専務（または常務）一常勤取締役　　49〃
c　杜長一副杜長　　　　　　常勤取締役　6〃
d　　杜　長　　　　　　　専　務一常　務一常勤取締役　　63〃
：珪芸　専務（または常務）一箒瓢111
、その他　　　　　…1
一プ・コソトロールで全般経営機能を担当Lている場合も多いと解される・
　ところでドラヅカーによると，最高経営者の職務に関して生ずる混乱の原因
のうちの90パーセソトは，最高経営老は1人である（on・一man　chief）という
盲信にもとづく。かれによると，「（ごく零細な企業を除いて），どのような企
業においても，最高経営者の職務がひとりの人間の職務として編成されること
は不適切であり，どうしても，行動をともにする数人の人間のチーム（team　of
seve・al　men　acti㎎togethe・）とLて編成されなければならない」。㈲ドラッカー
にあっては，ひとり制の最高経営者（0ne－man　chi・f　executive）から最高経営者
チーム（chief－ex・cutive　team）への方向が強調されている。つまりホールデソ
らのいうC型である。このような経営老体制をとる代表的企業とLて，ゼネラ
ル・エレクトリヅク杜があげられているo帽〕
　ドラヅカーによると，全般経営をひとりで遂行する場合の間題として。1．大企業で
は，ひとりの杜長でやれると思われる政策的決定は，じつはひとりでやれないほどに複
雑で，かつ多面的と潅っていること，2．以上のような理由で，杜長カ噸心や補佐役を
おくとすると，それが側近グループ（kitchen　cabinet）を形成して，かえってコミュニ
ヶ一ツヨソその他の面で弊害があること，3。管理階層がふえ，また経営・管理着を増
加せLめることをあげている。
　わがくにの企業では，既述のように全般経営の職位がきわめて多層化Lてい
るのであるが，これらのメソバーによるグループ・コントロールの形式とLて，
昭和27年頃より各杜で設置されるようになった常務会なるものがある。それ
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はアメリカ企業の執行委員会や監理委員会一そのほかeXeCutiYe　COmCi正
とかadViSOW　COmmitteeともいわれる一に匹敵するものであって，敢締
役会の分科委員会として設げられ，受託機能を担当する経営委員会とは性質を
異にする。
　アメリカの場合，ゴードソによると，経営・管理の委員会（㎜・nagement
c．mmitte・）として，特定種類の活動に専心留意する機能別委員会（fm・ti⑪nal
COmmittee）とならんで，さきにふれた全般経営委員会が設置される。＝7］後著ば
ふつう最高役員により構成され，杜長に対する集団的助言者として，ないしは
杜長によって承認されるべき政策的決定の集団的発案者として機能する。ある
いは独立の承認および調整の機関として活動する。ところが実際には・これら
のグループの助言は，たとえかれらが助言的資格において機能するとしても，
しばしぽ最終的承認（in・l　app・oval）にひとしい。帽］
　わがくに企業の常務会の性格たいし機能は，かならずしも一義的ではないよ
うである。実際にも，常務会を決定機関と解するものも多いが，協議機関ない
し諮問機関と解するものもある（第9表，参照）。値〕高宮教授によると，常務会
には2つのあり方があるという。ωひとつは常務敢締役を杜長の分身と考える
もので，前者は後者の補佐・代行というスタヅフ的役割をはたす。この場合の
常務会というのは，常務敢締役の全般経営に関する補佐・代行の関係を，組織
的におこたうものにすぎたい。この意味において，常務会は協議機関たるにと
どまる。ただこの場合，杜長を中心とする常務会で，相互の意見交換，つまり
協議がおこなわれる筈である。そのあとで杜長の意恩決定が下されるわげであ
るが，常務取締役は実質的にこの意思決定に参加している。むしろ杜長の最終
的決定は，責任の所在をあきらかにするためのもので，アメリヵの場合と同様，
たんに形式上の儀式にすぎない場合も多いのではないか。つまり形式的には協
議機関であるとしても，実際には最終的承認の機関たることも多いと思われる。ω
　高宮教授によると，常務会のいまひとつのあり方は，常務取締役がそれぞ
　134
135
れの分担において，みずから最終的決定をおこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第9表　常務会の性格
たう。この場合，常務会において，審議がなさ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決定機関　　12杜れるげれども，決定は単猿におこなわれる。し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　協　議機　関　　　9かしその責任は，常務会メンバー全員が負㌔
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　諮　間機　関　　　1
メソバーは相互に信頼し合う。そのとき全般経　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　不　　　　　明　　　1
営者チームが形成される。
　いずれにしても常務会の設置は，グループ・コソトロールの方向，さらには
全般経営老チームの方向をしめすものである。企業の政策的決定は，実質的に，
ここを中心としておこなわれる。常務会の構成メソバーは，通常，数名にとど
まる。杜長，副杜長，専務取締役，常務取締役といった肩書きの人びとが集ま
る。かれらは全般経営老グループをなす。当然ながら，部門管理的レベルでは
ない，全般経営の視野たいし感覚をもつひとの出席が望まれるわけである。け
れどもこれは，全般経営老が部門管理機能を担当すべきではない，ということ
にはならない。むLろ逆に，全般経営者は部門管理機能をも兼担することの方
が望まLくもある。すなわち，「複数イソスタソツ（P工ura1insta・琵）の統一性の
意義というのは，そのメソバーの共同活動に対する適性が，童さに所管職務に
注意し，その知識とイソフォーメーショソを身につげることでLぱしばたかめ
られるがゆえに，減退することはないのである」，ωと。
　常務会の開催頻度は，調査によると，週1回18杜，週2回13杜，週3回3
杜という結果であって，さきの敢締役会の開催頻度よりもはるかに多い。これ
はなによりも常務会が企業の政策的決定の中核たる事情を物語っている。
　汰お全般経営の担当老として，そのほか，都長会議，本部長会議，経営委員
会，政策委員会たどの名称をもつ会議体があげられるように思われる。これら
の会議体の多くは，実質的に，常務会と同じ役割を果している。きらに諸事情
により，このようた常置機関をもたないで，その都度，グループ・コソトロー
ルをおこなうところもある。
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　ところでグループにより政策的決定をおこなうとき，基本的には，2つの方
法が識別され孔ひとつは単独決定制（DirektOrialystem）によりグループを組
織し・意思決定をおこたう方式である。これはグループに属するすべてのひと
が全般経営に対して責任をもつ。だがグループのたかで意見の対立をみた場合，
そのなかのひとりが・他のメソバーに優先して決定権をもつ方式である。全権
をあたえられたこのひとの決定について，他のメソバーは異議を申し立てるこ
とはできない。この方式は意思決定の迅速性を保証し，また経営政策の実施の
徹底を確保することができる。
　いまひとつの方式は，グループが全員一致または多数決の原理に則り意思決
定をおこなうもので・集団決定制（KOl1・gialsyst・m）とよぱれる。それは全員一
致制（Einstimmigk・it）と多数決制（M・h・heitsgmndsat・）にわかれる。前者の場
合，経営者グループの各メンバーは，議決に対し異議申立権をもつ。同意を拒
否することで（拒否権の行使），各メソバーはかれが正しくないと思う政策的決
定を阻止することができる。この方式は西ドイツの取締役会決議にみられる。
単純多数決制の場合，投票が賛否同数であれば，案件は否決されたものとみな
される。投票が同数の場合，あるひとりの投票が最終決定権をもつようにする
と，いわゆる第一人者原則（P・imus　inte・pa・es）が生ずる。
注（1〕HoIden，Smith　and　Fish，Ibid一，P．21．訳27頁以下。
　（2）The　Executive　Life（edit・by　Fo耐une）1956．古川栄一監修・内田幸雄訳・現
　　代の経営者・ダイヤモンド杜・昭和33年，7頁。
　（3〕Holden，Smith　and　Fish一，Ibid．，Figure1．
　（4〕前掲の経済同友会資料，参照。
　（5〕Drucker，Ibid．，P．168．訳244頁o
　（6〕Drucker，Ibid一，p－170f訳248頁以下，参照。またさきのフォーチュン誌編の
　　「現代の経営者」によると，いく人かの経営者により，グループ主義がのぺられて
　　いるo
　（っ　Gordon，Ibid一，p．100一訳107頁oこの点について，ゴードンはつぎのようにの
　　べているo“Managementco㎜mitteesareordinari1yoftwokinds：thefunctio－
　　nal　committee　and　what　may　be　called　the　general　management　committee．
王36
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　A　company　may　have　severaI　functiona1com㎜ittees，each　confining　its
　attention　to　a　particular　type　of　activity－Production，engineering，marketing，
　and　so　on－Such　committees　usually　have　limited　authority　and　are　normally
　1ocated　one　or　more　grades　below　the　chief　executive．General　management
　committees，on　the　other　hmd，are　usually　made　up　of　the　chief　operating
　○搬cer　and　other　major　executives，These　committees　do　not　con行ne　them－
　selves　to　particu1ar　functions　and　usuauy　possess　a　good　deaI　o｛　authorityI
　工n　many　cases，iml　apProva1of（not　necessarily　alI）major　decisions　comes
　from　such　a　group　rather　than　from　the　chief　executive　as　an　individua1．”
（8〕Gordon，Ibjd一，P－102．訳109頁。
（9〕前掲の経済同友会資料を参願のこと。
⑩　高宮晋・経営組織論・ダイヤモンド杜・昭和36年。
⑩　この点について，生産佳研究所の調査報告（昭和34年1月実施）は，企業の最
　高意思決定機関として，常務会が取締役会を上廼っていることをしめしている。
　　　　　最高意思決定機関名
常務会取締役会その他な　　し不　　明 ?????
54
⑫E．Kosiol，Die　Organisati㎝der　Untemehmung，Wiesbaden19，S．117．
6．酉ドイツ企業のトップ・マネジメント
　西ドイツの株式会杜（Akti㎝gesellsch・ft）の管理機構は，とくに法制上のちが
いから，アメリカやわがくにのそれと異たっている。一般に，前箸はいわゆる
管理機関が二本立ての制度であり，後老は一本立ての制度だといわれている。ω
　株式法（Aktienr・・ht）によると，株式会杜の「業務執行」（G…h証ts舳・㎜g）は，
取締役（▽0・St・nd）のみが担当する。すなわち，「取締役ハ自己ノ責任ニオイテ，
経営体トソノ従業員ノ福祉ナラビニ国民ト国家ノ共同ノ利益ヲ促進スルタメニ，
会杜ヲ管理シナケレバナラナイ」（株式法・第70条）。取締役はまた会杜を代
137
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表す札すなわち，r株武会杜ハ裁判上マタハ裁判外ニオイテ取締役コソヲ代
表スル」（同法・第71条1）。株式会杜に設けられるいまひとつの機関，監査
役会（A・fsi・htsrat）は，法葎上，原則的には経営・管理も担当しなければ，代表
権ももたなし㌔取締役こそが経営・管理の本源的な機関であ私監査役の根本
的な職務は，取締役のおこなう業務を監査することにある。つまり，「監査役
ハ業務執行ヲ監督スルコトヲ要ス」（同法・第95条）のであって，「業務執行
ノ処置ハコレヲ監査役二委託スルコトヲ得ズ」（同法・第95条5）・取締役ぽ
監査役を兼ねることができない。
　まず敢締役は，会杜の本源的な経営・管理のにない手であり，自己の責任に
おいて，それをおしすすめなければならない。株主総会も監査役も，原則的に
は，経営・管理を遂行しえない。なお取締役が会杜の経営・管理をおこなうに
あたっては，所有者たる株主の利益はもちろん顧慮されるが，同時に企業およ
びその従業員の福祉，ならびに国家と国民の利益も尊重されなけれぱならないo
　ところで，この経営・管理ということぱには，いわゆる管理のみならず，経
営，とくにトッブ・レベルの経営がふくまれている。すなわち会杜の基本政策，
一般政策を決定することもふくまれている。ドイツの株式会杜におげるトヅプ
・マネジメソトは，アメリカやわがくにのそれのように，担当者の面で，さき
にのべたadministrative　managementとoPerative　managementの区別が
なされていない。もっともアメリカやわがくにの場合も，一応形式的にその区
別がたされているとしても，実際には同一人格が両機能を担当していることが
多い。つ童り現実には，それほど差異はないともいえる。
　西ドイツ企業の敢締役はいわゆる内部取締役であ私かれらは常勤で全般経
営にたずさわる。アメリカやわがくにの標準からすると，取締役の人数はすく
ない。｛到敢締役は同等であり，同権であって，共同して企業の業務を遂行するσ
モンタン・イソダストリィーの労働側の代表ないし信託老とみられるArbeits－
direktorの場合も，その例外たりえたい。かれは，公共の利益を考慮しながら，
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他のメンバーと協力して，業務を遂行しなけれぼならない。これに反するとき・
かれには損害賠僕の責が生ずる。そこにはとにかく形式的に，トヅプ・マネジ
メソト・チームが結成されてい私一般に西ドイツの企業は，他の国に比Lて・
とくに取締役のレベルに権限が集中しているといわれているが，敢締役会自体
のなかでは権限の分散化がおこなわれている。すなわち，取締役会におげる政
策的決定には，単独決定と集団決定の方式があるが，後者の方が麦配的であ
る。取締役会には会長（V0・sit・e・）さえ設けられない場合が多い。
　なお敢締役は全般経営を担当することのほかに，それぞれ所管（Ressort），都
門管理機能を担う。このような所管は任用契約（An・t・uung・ve・t・ag）と定款，
さらに業務規程（G・sch批・o・dn㎜9）を通じて定められる。したがつて各取締役
はそれぞれ異たる専門分野を代表することにたる。すくなくとも，生産・技術
研究を担当する技術担当取締役と，その他すべての業務を担当する非技術関係
取締役とがいる。帽］たとえぱ，つぎのような業務分担表がある。＝4〕
取締役の業務分担表
T・・技術担当取締役
K＝営業担当取締役
A＝Arbeitsdirektor
I　敢締役会全体
1．湊律・定款・業務規程により留保され，または監査役会たいし株主総会の決議に
　　ょって委譲された事項。
2．石炭経済問題，一般財務問題（後老の場合，取扱はK）。
3．a）各種企業の取得ならびに譲渡，他企業に対する資本参加の敢得ならびに譲
　　渡。b）資本参カロ権の占有。
4．組織・組合などの団体への加入・代表。
5．業務分担表変更の決定。
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6．
7．
8．
9．
1O．
11．
12．
13．
ユ4、
15．
16．
17．
支杜の設置。
全般経営の基本間題。
法律，租税，保険，土地に関する事項。
株主，株主総会，監査役会，取締役会に関する事項。
年額12，000ドイツェマルク以上の賃貸料を伴なう賃貸契約。
1件10，000ドイツェマルクをこえる新設備の据付け・改築・拡張（取扱はT，
K）。
1件10，O00ドイツェマルクをこえる担保・債務・保証の引受け（取扱’K）。
1年以上会杜を拘束する重要な法律行為。
1件200ドイツェマルク以上におよぶもので，法律・労働協約・経営協定・就業
規貝日にもとづかない杜会費用，従業員に対する補助・施与，さらに部外老に対す
る補動’施与（取扱・A）。
協定外の職員に関する人事事項ならびに住居事項（取扱・T，K，A）。
株主総会ならびに監査役会におげる決議の実施の監督（取扱・T，K，A）。
新聞関係。
I［技術担当取締役
1．
2．
3．
4．
5．
6．
7．
竪坑設備とその運営。
コ｝クス製造・石炭合成・化学工場。
鉱山運搬施設。
技術部門，とくに　a）鉱山運営部，b）特許・測量部，c）災害部，d）採鉱
部，e）機械部，f）技術達絡部，9）坑内保安・坑内救助・鉱山消火隊’工
場保全（参加’A）。
災害防止と作業保護（参カロ．A）。
工場建物。
住居計画（参加・K，A）。
皿　営業担当取締役
1．財務制度。
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2．
3．
4，
5．
6．
7．
8．
9．
10．
11．
12．
1．
2．
3．
4．
5．
6．
7，
8．
9．
lO．
11，
12、一
13．
14．
15，
16．
計算制度（営業簿記’経営簿記）。
原価と統計（参加・T）。
業務運営（参加・T）。
会計。
販売と発送。
筑木をふくむ購入（参加・T）。
材料計算と倉摩管理。
賃金・給与計算。
計算機をふくむ一般事務管理。
監査。
住居融資（参加・T，A）。
］V　Arbeitsdirektor
従業員および後進者の確保（労働力の募集）。
従業員統計。
杜宅の建設，寮割度の運営，工員・職員の住居の管理（参加・T，K）。
杜会保険関係もふくむ人事事務（参加・T，K）。
埋葬料積立と共済基金。
従業員保臨a）工場内保護，b）家族保護，c）保魁
教育訓練（参カロ・T，K）。
工場内スポーツ。
幼稚園・家政学校。
杜内報（形態と内容の決定は取締役会）。
鉱山従業員の住屠。
鉱山従業員とその扶養家族に対する保養施設。
労働鶴約と就業規則。
経営協定（参加■丁三K）。
賃金係争。
工場図書，その他の文化的施策。
141
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　一方，監査役の基本的役割は取締役のおこなう経営・管理と業務を監督する
ことにある。けれども監査役は，その他若干の機能を担当L，取締役のおこな
う経営・管理に参加しうる。たとえばクレー工は，監査役会の一般的職務とし
て，つぎのようたものをあげている。㈲すなわち，1）監督（Aufsicht），2）経
営政策の確立（Festleg・㎎d・r　Gesch査ftspOlitik），2）経営著の任免（Best・l1㎜g
1ユnd　Abbe・ufung　de・Leitmg）と，とくに業務規程の制定によるかれらの職務の
規制，4）年次決算の際の協力（Mitw…・ku㎎b・im　Jah・e・ab・chIuB）である。
　まず監査役は，会杜における経営・管理活動の全体を統制し，その帳簿を閲
覧L，年次計算を監査する。崎〕そして監査役は株主総会に，これを報告する権
限と義務をもつのであ私この規定によると，ドイツの監査役の監査は，わが
くにの会杜の監査役の場合と異なり，会計監査の域をこえる。ただ監査役会は
この職務と権限を適切に遂行できるかどうか。取締役のおこなう経営・管理に
対する監査・監督は，企業のプロセスとたえず接触していてこそ，はじめて可
能であろう。たとえ内部統制により認識をえ，取締役と面談したとしても，有
効な監査はむずかしい。
　周知のように，西ドイツには経済監査士（b丘ent1ichbestent・・Wi・ts・haft・p・むfer）
の制度がある。株式法の規定によれぼ，会杜の作成する決算報告書は，監査役
会に提出されるまえに，この報告書を説明する会計帳簿および営業報告書とと
もに，決算監査人（AbschluBp・耐・・）の監査をうげなげればならない・この決算
監査人は，株主総会により，経済監査士または経済監査会杜のなかからえらば
机る（同法・136条）。今日，この制度は次第に整傭されつつあり，有効な監査
が期待されるようにたっている。けれどもこれは，逆に監査役による監査を無
意味化するのである。監査役会は無用の長物とたるのであろうか。
　グーテンベルクによると，今目の大企業では，監査の意味が変りつつあると
いう。｛7〕株式法95条5によると，監査役会は一定種類の業務について，取締役
，に対する同意権（Zusti㎜mmgsrecht）をもっ。
　ユ42
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　監査役会の同意を要する業務（・ustimmungsb・砒㎡tige　Gesch射t・）としては，
つぎのようなものがあげられる。＝副
　a）設備管理の領域
　　1．一定額をこえる土地建物の取得と譲渡2．一定額以上の新規建設・改
　　築　3．一定額以上の機械設備その他の調達と売却　4．一定額をこえる賃
　　貸借契約の締結・変更　5、パテントならびに発明の取得と譲渡。
　b）資本参加
　　1．資本参加・設立・変更・清算・譲渡　2．支店の設立と解消　3．利益
　　共同体の形成と解散　4．代理店契約の締結　5．市場。
　C）調達・在庫の領域
　　1．長期購入契約の締結　2．一定額をこえる短期購入契約の締結　3．常
　　態をこえる半製品・完成品の在庫高　4．経営政策の変更による在庫高の
　　引下げ。
　d）財務の領域
　　1．各種長期信用の借入　2．一定額以上の短・中期の信用の借入　3．一
　　定額の売掛金の承認4．従業員に対する住宅貸与の承認　5．コ1■ツェル
　　ン企業・友好企業・連盟等に対する信用保障　6．一定価格以上または一
　　定目的の担保保障　7．財産価値の低当または負債　8．有価証券の売買
　　9．投資。
　e）人事の領域
　　1．管理老の任免　2．総代理人の任免　3．年金義務と支給の承認4．フ
　　リソジ・ベネフィヅトの承認　5．杜会政策の遂行　6．専門家の要求また
　　は雇用契約の締結　7．コソツェルソ会杜の監査役会メソバーの任免　8、
　　コソツニルソ会杜の取締役会メソバーの任免　9．支店長の任免。
　f）販売の領域
　　1、市場秩序に大きな影響をもつ契約の締結　2．一定期間をこえる供給契
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　　約の締結。
　大企業の監査役会は，この同意権を媒介にして，その監督活動をつよめ，か
つ経営に参加する傾向がある。とくに重要た経営政策上の決定には，監査役
が参加する模様である。クレー工が監査役会の一般的職務として経営政策の確
立をあげるのは，こうした意味であろ㌔大企業では，設備投資などの問題に
ついて，監査役会と取締役会双方のメンバーからなる委員会がっくられるよう
である。すなわちベルスが1960年におこなったアソケート調査によると，と
くに株式が大株主により占められている会杜では，取締役会に対して監査役会
の力が強く，同意権ないし承認権をもってい砧副逆に株式所有が分散してい
る場合，監査役会が同意権をもづことはすくない。けれども結局ベルスによる
と，調査された会杜の監査役会は，経営政策の決定に参加し，同意権を有する
ものが多い。調査されたケースの半分以上は，経営政策上の決定が，取締役会
と監査役会の共同でおこなわれてい孔
　いずれにLても，1937年の株式法改正で弱体化した監査役会の地位は，ふた
たびつよくたりつつあるといえる・ただしこれは，監査役会が株式法改正前の
状態にもどることを，かならずしも意味するのではない。監査役会の構成メソ
バーは，所有老とその代表者・銀行家・顧間・そのほか利害関係の代表者など
からなる。そこでたしかに，所有者一族と銀行は，企業の重要な政策的決定に
対して拒否権を保持することができる。ドイツの取締役会は分散株主から委任
状を集めることができないために，遇半数の投票権をにぎることぱできない。
だが今日，監査役会はつねに所有者側の意思のみを反映するものではなくなり
つつある。たとえぱ1952年のr経営構成法」（das　B・t・iebsve㎡as・u㎎・ge・et・）
により，監査役の総数の3分の1までは，被用著代表がしめることになってい
る。また1951年のr共同決定法」（d・s　Ges・t・0b・・di・Mitbestimmu㎎d・・
Afbe三tnehmer　in　den　Aufsichtsr童ten　md　Vorst乞nden　in　den　Untemehmen　des
Bergbaus　md　der　Eisen　und　Stah1e…ug㎝den　Industrie）の規定では，モソタ
　1皇4
1蝪
ソ・インダストリィーにおげる従業員数1，O00名以上の会杜の監査役の総数を
11名と定め，このうちの5名は被用著側代表をあてるものとしてい私
注（1）Gutenberg，a．a－O一，S．25．訳22頁。D・Granick，The　EuroPean　Executive，
　　1962．　中山一馬訳・ヨーロッパの経営者・ぺりかん杜・昭和40年，316頁以下。
　　なお，株主総会は，株式法では，会杜の機関とみとめられているけれども，実際に
　　は会杜の最高機関たる地位をうしなっている。
　（2）　Granick，Ibid・訳313頁o
　（3〕モンタン・インダストリィーの場合には，取締役会は技術担当取締役と営業担当
　　取締役と，Arbeitsdirektorの3人から構成される。前者の2人は所有者側の取締
　　役と考えられているが，Arbeitsdirektorは労働側の代表ないし信託者とみられて
　　いる。その所管は人事制度（PersonaIwesen）であるo
　（4）R，Hauck，S02ia王poiitik　der　Untemehmen．Unter　dem　EinfluB　der　Mitbes一
　　士immung　der　Arbeitnehmer．Kd1n　und　OpIaden1963，S．38。
　（5〕A．Kr養he，Leitungsorganisation・Die　Organisation　der　UntemehmungsIeit・
　　ung．　Kδ1n　und　Op1aden1958，S．6τ
　（6）　ドイツ商法・株式法’95条，参照。
　（7）Gutenberg，a．a－O。，S．39。訳39頁。
　（8）　Kr自he，a－a．O、，S．69、
　（9）H．J，Werth，Vorstand　md　Aufsichtsrat　in　der　Aktiengese1lschaft・DOsseldorf
　　1960，S．69伍．
7、組織による政策的決定
　これまでのべてきたところからして，近代企業の政策的決定は，複雑な現象
であり，とくにグループとかかわる現象たることが暗示された。じつはここで，
意思決定が一連のブロセスからなり（意思形成プロセス），多くの人びとがそれ
にかかわり合うという点が留意されなげれぱならたい。いままでの説明では・
経営老の政策的決定はすぐれて最終的決定の次元でのみながめられていたわけ
であるが，いまや考察範囲は拡大される必要があり，政策形成のプロセスが考
えられたげればたらない。
　意思形成プロセスについては，今日，多くのことがのべられている。すでに
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ゴードンは，ビズネス・リーダーシヅプの内容をなすものとして意思決定の発
案（initi・tiOn），承認（・pp・0va1）と調整（cOo工dimtion）の3つをあげている。㈹
かれによれぱ，発案と，ついで承認は管理階層に分散してゆくのであるが，調
整ないL組織の創造と維持（c・eati㎝and　mainte…ce　of0・gani・ation）のみは経
営老に留保される。そしてゴードソにしたがうと，「ある行動の必要をみとめ，
計画をたてる人は，その計画を承認し，童たときに修正する人と同じように意
思決定に参加している（tO　pa・ticipate　in　decisiOn　maki㎎）のである」。｛2，また
ドラッカーは，意思決定を一そう合理化するために，つぎのような段階を識別
Lなければならないとする。帽〕
　1．間題の定義（deining　th・prOb1・m）。正Lい間いがわからずに，正しい答
えがえられるわけがない。まず決定的要因（C・itiCa1faCtOr）を発見し，ついで
問題解決の条件を確定し，それから間題の解決を規制する原則を定めるべきで
ある。
　2．問題の分析（・naly・i㎎the　prOblem）。問題を分類し，諸事実を認識する
ことである。ドラッカーは，問題を分類する基準として，決定の将来性
（futurity　of　the　decision），他の分野や機能に対する影響力（impact　Of　the
decisi㎝on　othe・・…s　and　iunctiOns），決定に関連して問題とたる質的要素の
数（numbe・ofqualitativeconsid・・atiOn・），決定が個別的か周期性か（miqu・ness
0・periodi・ity　of　the　deci・iOn）の4つの基準が考えられるとしている。ついで，
当該決定のためには，いかなるイソフォーメーシ亘ンが必要かが問われたけれ
ぱならない0
　3．いくつかの代替解決案を検討すること（d・ve10pi㎎altematiマ…　lut…cn・）。
問題解決にさいして，かたらず代替的な解決法を考えてみなければならたい。
問題解決には，通常いくつかの解決案があるのであって，複数の行動コースを
考えてみなけれぱたらない。
　4．最良の解決策の選定（丘nding　th・be・t・・］uti・n）。解決案のたかから，最
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良のものが選ばれる。ドラヅカーは，この選択基準として，つぎのものをあげ
ている。イ）危険（・i・k），口）経済性（ecOnOmy　Of・ffo・t），ハ）タイミソグ
（timi㎎），二）資源の制約（工imitatiOnS　Of　reSOurCeS）である。
　5．意思決定を効果的たらしめること（㎜aking　the　deci・ion　e旋ctive）・いか
なる解決策といえども，効果的に実施されたければならない。実施者におこた
うべき事柄を知らせ，モラールを喚起することが必要である・
　ところで経営者は，最良の解決策を選定する段階にのみかかわり合うもの
ではない。経営者が政策の最終的た，また調整的な決定権をもち，最終的な，
調整的な決定を下さなければたらないのはもちろんであるが，そのまえの問題
の定義，問題の分析，代替解決案の作成と検討の段階においても，かれは適切
な予備決定（V0・entscheidu㎎）をおこなう。＝4〕げれどもこれらの段階は準備的性
格のもので，多くの煩雑な作業をもともなう。それになによりも，高度の専門
的知識が必要とされる場合が多い。このため，これらを代行する人びと，ない
し委譲される人びとが生ずる。なおこのさい注意すべき点は，これらの人びと
が，経営者のおこなう政策的た最終決定の準備的作業を，これまでの組織論で
考える執行的作業と同じ意味で，機械的におこなうのではたいという事実であ
る。かれらはたんなる機械的な参加者ではない。たとえ経営者が政策的決定を
下すのであるとしても，かれらも実質的にこの意思形成に加わり，それを左右
する。
　政策の最終的かつ調整的決定に先立つ諸段階を任されているのは，まず第一
に，通常トヅプ・マネジメソト，とりわけ全般経営老の事務局たる部分である。
わがくにではそれは，ゼネラル・スタヅフ（generalstaff）とよばれることが多
い。
　ゼネラル・スタッフの職務は，なによりもまず，全般経営老を助けることに
ある。ゼネラル・スタッフは，トヅプ・マネジメソトがおこなう基本職能を，
企業全体の総合的・体系的角度から，補佐し助言をあたえる機関だとも表現さ
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れている。そして就中，全般経営者のおこなう政策的決定のために，その準傭
作業を担当しなげればならない。これらの職務は，今目，きわめて多面的，か
つ専門的なものとなっている・早くからゼネラル・スタッフを用いているデュ
ポソ杜（D・P㎝t）のケースは，以下の通りである。すなわち同杜は1908年頃，
すでにゼネラル・スタッフとよぼれるものを設置していたが，当初，各部門や
経営委員会で生ずる分析的た仕事（an・1ytical　w0・k）が，その大きな職務であ
った。そのうち，各業務部門についての調査と業績の報告，統計的資料の準備
や勧告（recOmmendations）のf乍成が，その職務に加わるようにたり，さらに利
益の予測，生産実施計画の準備，調整・統制のための政策の作成も，ゼネラル
・スタヅフが手がげるようになった。さらに，会杜製品との関連で，国内経済
の趨勢の予測をやり，また人員調査（pe醐m・l　i・v・nt0・y）（1918年），組織機
構に関する提案もおこなうようになった（1919年）。㈲
　またわがくに企業の場合だと，ゼネラル・スタヅフの幟務としては，つぎの
ような事項があげられている。崎〕
1．経済調査，市場調査などの基本調査を土台として会杜の長期目的，長期
　計画を立てること。
2．基本調査を土台として，香部門の計画の総合調整をはかることを援助す
　ること。
3、設備投資計画の企画，調整を援助すること。
4．各部門に共通する問題である組織，手続，経営者教育たどの調査，企画
　をおこな1うことo
5．経営分析，経営監査，業績評価を担当するこ乙
6．常務会の事務局をなすこと。
　これからわかるように，わがくに企業の場合も，ゼネラル・スタッフの職務
には，ここでいう政策的決定の準備のためのイソフォーメーショソの収集・分
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　149
析・解決案の策定作業のみならず，全般経営老のおこなう統制そのほかの補助
的作業もふく重れている。けれども，ゼネラル・スタヅフの重点的役割の推移
をみると，「第一期としてトヅプの強化を巾心とした内部統制管理方式の強化
を重点指向する，いわゆる統制型スタッフから，第二期としての長期経営計画
化を重点指向する，計画型スタッフヘの移行であり，さらに，この計画型スタ
ッフは，貿易自由化による競争激化とコソビナート化を主軸とする企業総合体
制への動きに応じて，経営戦暗要因を十分にとり入れた戦略的計画型スタッフ
としての性格をおびてくるようになる」。｛7］いまやゼネラル・スタッフの主な存
在理由は，全般経営老の戦略的で政策的な決定を助けることにある。
　ゼネラル・スタッフのあり方には，集中型と分散型があるといわれてい糺⑧
前老は全般経営者に対Lて助言・補佐するスタヅフが一本に集中・統合されて
いるかたちであり，後老はrトップ・マネジメソトの全般的経営管理に対して
分散的に助言補佐するゼネラル・スタッフの在り方」であ飢ただ近代企業で
は，ゼネラル・スタヅフが一本に集中・統合されているケースはすくないので
はないか。むしろこれは，理念型的なものと考えられ飢
　わがくに企業では，杜長室・企画部・管理本部などとよばれている部分が，
’ゼネラル・スタヅフの中心である。そこでは，統制的活動その他に関する作業
とともに，企業目的の設定，長期経済予測，長期政策の総合調整に関する作業
がおこなわれる。けれども，ゼネラル・スタッフ的た職務が・一所でおこたわ
れることはすくたい。そのほかに，中央研究所や開発本部が設置されるであろ
う。政策的決定のための準備作業は，本来のゼネラル・スタッフのノソバーの
みならず，多くの人びとを動員してもおこなわれる。
　たとえぼ特定のテーマやプロジェクトを中心にして，いわゆるタスク・フォ
ース（taskforce）やプロジェクト・チーム（project　team）が結成されることに
なる。この場合，企画部や開発本都の人びとの範囲をこえて，それに必要なス
ペシャリストがグループに参加し，あるいは現場のライソさえもが加わる。
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　委員会方式も利用されることが多い。企画委員会がその好例であろう。それ
は常設の場合もあれぼ臨時のこともあるが，全般経営者自身が加わり・部門管
理レベルの責任者，スタヅフ部門の責任著も参加して，政策形成の諸段階が検
討される。
　政策形成にさいして，部門管理層のはたす役割もきわめて大きい。かれらは
全般経営層のすぐ下にあって，企業のより具体的・実質的事項を処理してい
孔かれらは，全般経営者の代行者，ないしその手の延長として，生産部門，
販売部門等において部門レベルの実質的な職務と責任を負う。つまり全般政策
の枠内において，あるいは部門政策のなかで，それぞれ具体的・実質的な決定
を下し，また下級管理著の監督にあたっている。この意味で，かれらは全般経
営者をして他の責任を負える自由を供与しているわげであり，全般経営者をた
すけている。げれどもそのほかに，部門管理層には，企業の具体的・実質的基
礎に立つ人びととして，全般経営老の政策的決定にさいし，かれらの勧告・立
案・準備などが要請されるのである。とくにわがくに企業では・稟議制度があ
るがために，稟議のかたちで起案が下部から生ずることが多い。第10表はそ
れをLめLている。｛釧このような部門管理層の助言や準備を通じて，全般経営
者の政策的決定は大いに改善されるにちがいない。
　さらに一般的に部門管理層は，将来の全般経営老たるべき部分であり，とく
にわがくにのように，杜内昇進の多いところでは，後継者養成の意味でも，部
門管理層の政策的決定に対する参加がすすめられでい乱さいきんでは・リー
ダーシップのあり方としても，一般に，意思決定への参加・参加的リーダーシ
ップがより効栗的だとされている。
　だが都門管理層について，政策決定に対する無限定な参カロはみとめられない。
とりわけその責任カミ不明確とたってはたらないだろう。企業の全般的た政策決
定は，あくまでも全般経営層の職務と責任であり，とくにその最終的決定の責
任は全般経営層が形式的にも，また実質的にも負うべき点を忘れてはたら肌・
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第10表 議事の発生遇程
一番 つぎに 一番少多いもの 多いもの ないもの 会杜数
」　■■■
a b C 1O杜
a C b 6
aとb ■ C 2b a C 28
b a 一 4b 一 一 1
C a b 1
a　トップが発案してミドルに示
　唆→（ミドルが起案，ときに
　は回議して）→トヅプが承認
b　ミドルが発案（または起案）→
　（ときには回議して）トップヘ
　上申→トップが承認
C　トップが発案して決定→ミド
　ルヘ指令ないし通達
であろう。
注（1）Gordon，Ibid。，P，49。訳融頁。
　（2〕Gordon，Ibid。，P．50一訳鼠頁o
　（3〕Drucker，Ibid。，p．353．訳252頁以下，参照。
　（4）E，Kosiol，a．a－O一，S－102。コジオールはVorentscheidungについて以下のよ
　　うにのべているo”Im▽eriauf　des　wiuensbi1denden　Prozesses　k6nnen　bereits
　　Vorentscheidmgen　ge掻11t　werden，die　jedoch　nur　Teile　des　gesamten　Ents－
　　cheidungsproblems　betreffen　und　noch　nicht　seine　L6sung　bedeuten－　Vie1壬ach
　　handelt　es　sich　um　sogenannte　Negativ　oder　AusschluB－Entsclユeidungen．die
　　bestimmte　Lδsmgsmdglichkeiten　ausschaIten．”
　（5〕　E．Dale　and　L．F．Urwick，Sta丘in　Organization，New　York－Toronto↓ondon
　　1960，pp．186，187血
　（6〕占部都美編・経営スタヅフ・目本能率協会．昭和36年。
　（つ藤芳誠一稿・目本の企業におけるゼネラル・スタヅフの実態分析・占部編・経営
　　スタッフ収載，179頁参照o
　（8〕高宮晋編・近代的経営組織の作り方・ダイヤモンド杜・紹和32年，参照。
　（9）前掲・生産性研究所による調査報告，参照。
8．む　　す　　び
　株式会杜形態をとる近代企業の政策的決定の中心は，いまや，企業活動に密
着している杜長，執行委員会，常務会といった全般経営層である。しかも近代
企業の政策的決定に要する知識や経験や判断力，いわゆる経営能力は，一そう
多岐化し多面化するので，もはやこの活動はひとりで担いきれない。すでに全
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般経営じたいがグルーブ化し，ドラッカーのいうchief・exe㎝tive　teamが形
成される方向にある。このチームによって，経営政策の実質上最終的な，調整
的決定がおこなわれるのである。かつてその中心的機関であった取締役会は，
全般経営層のおこなった政策的決定を，より広い，客観的な視野から承認し，
批評することにとどまる。しかL同蒔に，企業の政策的決定に，イソタレスト
グルーブの意思もおりこまれうる。
　近代企業の政策的決定には，さらに多くの人びとが参加する。まず部長や課
長といった中間管理者は，政策の最終決定に先立つプロセスを担当し，全般経
営層の決定をよういにする。かれらは限定されたより具体的，業務的な職務を
遂行しており，その経験と知識と視点から，代替案の作成・審議の段階ですぐ
れた貢献をたしうる。また場合によっては，かれらも実質的に政策の最終的決
定に参加することさえある。さらにとりわけゼネラル・スタッフも，政策的決
定プロセスで大きな役割を演ずる。企画室，杜長室に所属する人びと，その他
のスタッフも，その専門的知識と能力にもとづき，全般経営層の事務局として
政策策定に協力する。近代企業の政策的決定は，かれらの協力なしには考えら
れたいであろう・経営政策の決定がこの意味でもグループ活動とLておこなわ
れることが，近代企業の特徴のひとつである。
　ところでこのことは，政策的決定の実質にも大きな影響をもつ。たとえぽ
chiefexecutiveがひとりの場合の選好体系（P・・ference・y・t・m）と，chie£
eXeCuti∀e　teamのそれとは当然に異なるであろう。グループ・コントロール
の場合，予想利益も大きいが，同時に危険も大きい代替案よりも，安全度のよ
りたかい代替案ないしコースがえらぱれる。いわゆる満足水準（・・t1・f・・t・・y
l・Vel）に達しておれば，それでよいのである。安定成長の方がえらぼれるわげ
である。経営者の政策的決定の体制いかんは，その意思決定の実質にまで作用
のおよぶ点を忘れてはならない。
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